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はじめに 

 

 平成７年１月に発生した阪神・淡路大震災は、６，４００余名の尊い犠牲者と約２４万棟に及

ぶ住宅家屋の半壊全壊等の甚大な被害をもたらした。この地震による直接的な死者数の約９割

が、住宅・建築物の倒壊等によるものであったことから、国は阪神・淡路大震災の教訓を踏まえ

て「建築物の耐震改修の促進に関する法律」を制定し、建築物の耐震化に取り組んできた。 

 しかしながら、新潟県中越地震（平成１６年１０月）、福岡県西方沖地震（平成１７年３月）、

新潟県中越沖地震（平成１９年７月）、岩手・宮城内陸地震（平成２０年６月）、平成２３年３月

１１日に発生した東北地方太平洋沖地震などの大地震が頻発し、令和元年６月１８日には山形県

沖地震が発生し庄内地域においても甚大な被害があり、大地震は「いつ」「どこで」発生しても

おかしくない状況となっている。 

 本町では、このような状況を踏まえながら、住宅及びその他の建築物の耐震化を促進すること

により、災害に強いまちづくりの実現を目指し、地震による建築物の被害・損傷を最低限に止め

る減災の視点を基本において、町民の生命と財産を保護することを目的として、「三川町建築物

耐震改修促進計画」を策定するものである。 
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第１章 計画の概要 

 

１．計画の目的 

 

 「三川町建築物耐震改修促進計画」（以下「促進計画」という。）は、町民の生命や財産を保護

するため、地震による建築物の倒壊等の被害を最小限に抑え、既存建築物等の耐震性向上策とし

て県及び関係団体が連携して耐震診断及び改修等を計画的に促進することを目的とする。 

 

２．計画の位置づけ 

 

 本計画は、「建築物の耐震改修の促進に関する法律」（平成７年法律第１２３号。以下「耐震改

修促進法」という。）第６条第１項に基づき策定する本計画は「山形県建築物耐震改修促進計

画」、「三川町地域防災計画（震災編）」、「三川町国土強靭化地域計画」及び「三川町住生活基本

計画」と整合性を図り、既存建築物の耐震改修に関する施策の基本的な方向性を示す計画であ

る。 

 (法律) 災害対策基本法・建築基準法・耐震改修促進法 

 (国) 防災基本計画・官庁施設の総合耐震計画基準 

 (県) 山形県地域防災計画・山形県建築物耐震改修促進計画 

山形県公共施設等耐震化基本指針 

 (町) 三川町地域防災計画・三川町国土強靭化地域計画・三川町住生活基本計画 

    三川町住宅耐震化緊急促進アクションプログラム 

 

３．計画期間 

 

 本計画の計画期間は、令和４年度から令和１３年度までの１０年間とし、必要に応じて見直す

ものとする。 

 

   第２章 建築物の耐震診断及び耐震改修の実施に関する目標 

 

１．想定される地震の規模 

 

 山形県には、４つの主要な断層帯が存在し、国の「地震調査研究推進本部地震調査委員会」が

令和３年１月１日に公表した長期評価によれば山形盆地断層帯、長井盆地西縁断層帯、庄内平野

東縁断層帯の長期評価においては、想定される地震のマグニチュードがそれぞれ７．８、 

７．７、７．５程度と示され、阪神・淡路大震災を上回ると見込まれている。 

 また、山形盆地断層帯（北部）及び庄内平野東縁断層帯（南部）は今後３０年以内に発生する

確率が０．００３～８％、０～６％と全国の断層帯と比較しても高い数値で想定されている。 
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（表－１）想定地震の長期評価 

区分 震源 地震の規模 位置 長さ 
30 年以内 

発生確率 

内陸 

山形盆地断層帯 

全体 M7.8 程度 大石田町～上山市 約 60ｋｍ  

北部 M7.3 程度 大石田町～寒河江市 約 29ｋｍ 0.003～8% 

南部 M7.3 程度 寒河江市～上山市 約 31ｋｍ 1% 

長井盆地西縁断層帯 M7.7 程度 朝日町～米沢市 約 51ｋｍ 0.02%以下 

庄内平野東縁断層帯 

全体 M7.5 程度 遊佐町～旧藤島町 約 38ｋｍ  

北部 M7.1 程度 遊佐町～庄内町 約 24ｋｍ ほぼ 0% 

南部 M6.9 程度 庄内町～旧藤島町 約 17ｋｍ ほぼ 0～6％ 

新庄盆地断層帯 
東部 M7.1 程度 新庄市～舟形町 約 22ｋｍ 5%以下 

西部 M6.9 程度 鮭川村～大蔵村 約 17ｋｍ 0.6% 

海溝型 
日本海東縁部 

（山形県沖） 
M7.7 前後 山形県沖 

北側 50ｋｍ 

南側 70ｋｍ 
ほぼ 0% 

出典：地震調査研究推進本部による長期評価、発生確率の算定基準日（令和３年１月１日) 

 

２．想定される被害状況 

 

 県が調査した、想定される地震における被害想定について(表－２)に示す。 

被害想定が最大で広範囲にわたる山形盆地断層帯を震源域とする地震では、県内全域で被害が

予想されており、全壊・半壊する建物約８９，０００棟、死者約２，０００人、負傷者約 

２２，０００人、建物被害による避難者約９５，０００人と見込まれている。  

 庄内平野東縁断層帯地震被害想定調査による本町の被害想定（表－３）は、冬季早朝の発生ケ

ースで被害が最大になり、死者２０人、負傷者３４３人、建物の倒壊は全壊２２７棟、半壊 

５０２棟と予測されている。 

(表－２） 県内断層帯の被害想定調査結果（発生ケースは冬季の早朝を想定） 

断 層 名 山形盆地断層帯 
長 井 盆 地 

西縁断層帯 

庄 内 平 野 

東縁断層帯 
新庄盆地断層帯 

公 表 年 月 日 平成１４年１２月 平成１８年６月 平成１８年６月 平成１０年３月 

想定マグニチュード Ｍ７．８ Ｍ７．７ Ｍ７．５ Ｍ７．０ 

建 物 全 壊 ３４，７９２棟 ２２，４７５棟 １０，７８１棟 １，２９５棟 

建 物 半 壊 ５４，３９７棟 ５０，９２６棟 ２３，６１８棟 ５，３４２棟 

死   者 ２，１１４人 １，７０６人 ９１５人 １１０人 

負  傷  者 ２１，８８７人 １６，４０５人 ９，６９４人 ２，５８５人 

避  難  者 ９４，６８８人 ７８，８４９人 ４１，０４４人 ７，７７６人 

出典：山形県地震被害想定調査 調査報告書（平成１８年３月）  
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（表－３） 三川町の被害想定 

区 分      項 目 死者 負傷者 全壊 半壊 

庄内平

野東縁

断層帯 

冬季早朝 ２０人 ３４３人 ２２７棟 ５０２棟 

夏季昼間 ９人 ２０１人 １２棟 ４６９棟 

出典：山形県地震被害想定調査 調査報告書（平成１８年３月） 

 

３．耐震化の現状 

 

 １）住宅 

  ①固定資産データ  

   令和３年固定資産データによると町内の住宅総数は３，５３１棟、その内訳について現行

の耐震基準が適用された昭和５６年を境として建設年代別に見ると、昭和５５年以前に建築

された住宅は１，３８２棟で全体の３９．１％を占めるのに対して、昭和５６年以降に建築

された住宅は１，８８２棟で全体の５３．３％、建設年代不詳の住宅総数は２６７棟で全体

の７．６％となっている。 

   構造別では、木造住宅が３，４３０棟で全住宅の９７．１％と高い比率を占め、このうち

昭和５５年以前に建築された木造住宅は１，３７５棟、建設年代不詳２６６棟を加えると 

１，６４１棟となり木造住宅の４７．８％、全住宅の４６．５％を占め木造住宅の耐震化が

喫緊の課題となっている。 

   木造住宅以外は、１０１棟で全住宅の２．９％となっている。このうち昭和５６年以前の

建築は７棟、建設年代不詳１棟を加えると８棟となり木造住宅以外の住宅の７．９％、全住

宅の０．２％となっている。 

（表－４） 固定資産データ調査結果（令和３年末、住宅・建築物の建設年代別棟数）単位：棟 

建築年代 木造住宅 左記以外の住宅 計 割合 

     ～昭和３５年 

（～１９６０） ９４ １ ９５ 

３９．１％ 

昭和３６年～昭和４５年 

（１９６１～１９７０） ４１２ ４ ４１６ 

昭和４６年～昭和５５年 

（１９７１～１９８０） ８６９ ２ ８７１ 

昭和５５年以前 計 １，３７５ ７ １，３８２ 

昭和５６年～平成１１年 

（１９８１～１９９９） １，０３０ ３５ １，０６５ 

５３．３％ 

平成１１年以降 

（２０００～） ７５９ ５８ ８１７ 

昭和５６年以降 計 １，７８９ ９３ １，８８２ 

年代不詳 ２６６ １ ２６７ ７．６％ 

合  計 ３，４３０ １０１ ３，５３１ １００．０％ 

注）木造住宅以外の住宅は、鉄筋コンクリート造、鉄骨造、その他長屋・共同住宅が含まれる。 
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  ②耐震化率の推定 

   耐震化率の推定にあたっては、（表－５）の山形県が実施した簡易診断による耐震実態調

査及び無料耐震診断等の結果によると、昭和５５年以前に建築された住宅であっても、 

２５７件中８２件（約３２％）に耐震性があると診断されており、昭和５５年以前の建築で

あっても比較的耐震性があると推定される。 

（表－５）山形県による木造住宅の耐震診断結果 

県内で実施した耐震診断 診断件数 耐震性あり(割合) 

平成１５年度簡易診断による耐震実態調査 ５１件 ８件 (１５．７％) 

平成１６年度簡易診断による無料耐震診断 ２７件 １５件 (５５．６％) 

平成１７年度簡易診断による無料耐震診断等 １７９件 ５９件 (３３．０％) 

計 ２５７件 ８２件 (３１．９％) 

出典：山形県建築物耐震改修促進計画（平成１９年１月） 

   このことから、昭和５５年以前に建築された木造住宅１，３７５棟と建設年代不詳の 

２６６棟を合わせた１，６４１棟のうち３２％にあたる５２５棟については、耐震性がある

と推定され、耐震性を満たすと考えられる木造住宅は、昭和５６年以降の建築１，７８９棟

と合わせて２，３１４棟となる。 

   一方、昭和５５年以前に建築された非木造住宅については、耐震性があると評価される国

の推定値は７６％とされており、本町においても同じ考え方を用いると昭和５５年以前に建

築された非木造住宅７棟と建設年代不詳１棟と合わせて８棟のうち７６％にあたる６棟につ

いては、耐震性があると推定され、耐震性を満たすと考えられる非木造住宅は、昭和５６年

以降の９３棟と合わせて９９棟となる。 

   町内全住宅３，５３１棟のうち、耐震性を満たすのは、２，４１３棟（昭和５６年以降建

築＋推定値）となり全住宅の６８．３％、このうち木造住宅は、２，３１４棟で、木造住宅

全体の６７．５％となっている。 

(表－６) 住宅の耐震化率の推定 

住宅総数 

３，５３１棟 

昭和５６年以降 

１，８８２棟 

木 造  １，７８９棟 

非木造     ９３棟 
耐震性を満たす住宅 

２，４１３棟 

(６８．３％) 
昭和５５年以前 

＋年代不詳 

１，６４９棟 

木造 

１，６４１棟 

非木造 

８棟 

木 造  ５２５棟(３２％) 

非木造    ６棟(７６％) 

木 造１，１１６棟(６８％) 

非木造    ２棟(２４％) 

耐震が不十分な住宅 

１，１１８棟 

(３１．７％) 

 

 ２）公共施設（町有防災活動拠点施設等となる建築物） 

 町が所有する施設には、多くの防災活動拠点や町民が利用する重要な施設などがあり、防災活

動拠点施設等となる公共施設の数は３２棟となっている。 

 令和３年末現在、本町における防災活動拠点施設等となる公共施設の耐震化率は１００％とな

っている。 
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（表－７） 町公共施設区分別耐震改修状況 

施設区分 

全 棟 数 S55 年

以前建

築の全

棟数に

占める

割合

(%) 

耐震診断実施済の棟数  

耐震診

断未実

施の棟

数 

 

耐震化

済の棟

数 

 

耐震化

未実施

の棟数 

 

耐震診

断実施

率 

 

耐震化

率(%) 

 

S56 年

以降建

築棟数 

S55 年

以前建

築棟数 

 

改修等

不要な

棟数 

改修等必要な棟数 

 
改修済

の棟数 

改修未

実施の

棟数 

A B C C/A D E F G H I=C-D 
J=B+E+

G 
K=H+I D/C J/A 

庁舎等 ３ ２ １ ３３ １  １ １   ３  １００ １００ 

小・中学

校、幼・

保育園等 

２０ ２０         ２０  １００ １００ 

公民館等 ２ １ １ ５０ １  １ １   ２  １００ １００ 

福祉施設 １ １         １  １００ １００ 

文化・社

会教育・

体育施設 

３ ２ １ ３３ １  １ １   ３  １００ １００ 

その他の

施設 
３ ３         ３  １００ １００ 

合 計 ３２ ２９ ３ ９ ３  ３ ３   ３２  １００ １００ 

 

４．耐震改修等の用途別目標の設定 

 

 本町の建築物の耐震化については、庄内平野東縁断層帯を震源とする地震災害における被害を

最小限にするため、耐震化を促進するものとし、国の基本方針による耐震化率目標及び県の計画

目標と同じ９０.０％とする。 

 なお、町有の公共施設（町有防災活動拠点施設等となる建築物）は、耐震化が完了している。 

 

 ●住宅 

 

 

 

 ●公共施設（町有防災活動拠点施設等となる建築物） 

 

 

 

 

 

 

令和３年度耐震化率 

６８．３％ 

令和１３年度耐震化率 

９０．０％ 

令和１３年度耐震化率 

１００％ 

令和３年度耐震化率 

１００％ 
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 １）住宅 

  令和１３年度における耐震化率目標９０.０％に対して、現状は６８．３％である。令和３

年度末現在、「耐震性なし」の住宅総数は１，１１８棟であり、このうち７６５棟の耐震改修

が必要となる。 

  令和１３年度までの今後１０年間で目標とする９０.０％の耐震化率を実現するためには、 

７７棟/年の耐震化が必要となる。 

全 住 宅 令和３年度  令和１３年度 

総 数 ３，５３１棟 ３，５３１棟 

 うち耐震性あり ２，４１３棟 

(６８．３％) 

３，１７８棟 

(９０．０％) 

うち耐震性なし １，１１８棟 

(３１．７％) 

３５３棟 

(１０．０％) 

※ 耐震化必要棟数：１，１１８棟－３５３棟＝７６５棟 

 

 ２）公共施設（町有防災活動拠点施設等となる建築物） 

  町が所有する防災活動拠点や町民が利用する重要な施設については、令和３年度末現在耐震

化率は、１００％となっている。防災活動拠点施設、重要施設以外においても耐震性または耐

震化に関する情報を開示することに努める。 

 

   第３章 建築物の耐震診断及び耐震改修の促進を図るための施策 

 

1． 基本的な取組方針 

 

 住宅、建築物の所有者等が自ら耐震化に努めることを基本とし、町は、県や関係機関と連携し

住宅・建築物の所有者等が耐震診断及び耐震改修を計画的に実施できる環境の整備や必要な施策

を講じ、本計画により一層の耐震化が促進されるよう努めるものとする。 

 ・町や建築関連団体等に耐震相談窓口等を設置する。 

 ・町民に耐震化に関する情報、事業者情報等の情報提供を行う。 

 ・国、県補助事業等の活用。 

 

２．促進を図る支援策 

 

 町は、国・県の補助を活用して住宅・建築物耐震化の促進を図るため、昭和５６年６月以前に

建築された木造住宅の耐震化について補助制度を整え耐震化率の向上に努める。 

 そして、制度の紹介、周知を通じ耐震に対する町民の意識の向上、普及、啓発等により耐震化

率の向上につなげていく。 

 

 １）魅力的で安全な住宅環境整備の誘導  

  本町では、持ち家世帯が９割を超えており、安全な住宅の確保については町民の自助努力に

より行われることが原則ですが、老朽住宅の建替え、耐震改修、リフォーム等による魅力的で

安全な住宅環境整備が促進されるように住まいづくりに関する支援事業の活用を促す。 
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  また、「三川町住宅耐震化緊急促進アクションプログラム」を策定し、さまざまな機会に耐

震化の必要性について普及啓発を行い耐震改修の取り組みに誘導する。 

 ・三川町住宅取得支援事業 

 ・三川町木造住宅耐震改修補助事業 

 ・三川町住宅リフォーム支援事業 

 

 ２）住まいの情報発信・相談体制の充実  

  県では、震災復旧、リフォーム・耐震・バリアフリー化・断熱性能向上・再生可能エネルギ

ーの活用など住まいに関する情報を提供する「山形県住宅情報総合サイト タテッカーナ」を

開設していることから、積極的な活用を図る。 

  また、耐震化やリフォームに関して地元事業者や関連団体等と連携して、相談会を実施する

など相談体制の充実を図る。  

 ・「山形県住宅情報総合サイト タテッカーナ」の周知・活用  

 ・住まいに関する情報提供、相談体制の充実（民間事業者との連携） 

 

３．地震時の建築物の総合的な安全対策 

 

 １)地震防災知識の普及、啓発 

  「自分の家、建物は大丈夫」、「地震はこない」と思っている町民に対し町民の生命・財産を

守る立場から関係課と連携し広報紙やホームページ等で耐震化の必要性や地震防災知識の普

及・啓発を行い、耐震診断及び耐震改修の取り組みに誘導する。 

 

 ２)安全の確保についての啓発 

  地震によるブロック塀や石塀等の倒壊を防止するため、避難場所や避難路、通学路沿いのブ

ロック塀や石塀等の所有者等を主な対象として安全の確保について啓発する。 

  地震発生時における建築物の窓ガラス、看板等の落下物による災害を防止するため住宅密集

地及び避難路に面する建築物の管理者等を主な対象として安全の確保について啓発する。 

 

４．地震時の通行を確保する道路 

 

 地震時において、建築物の倒壊等により緊急車両の通行や町民の避難の妨げにならないよう、

次の道路に関して、沿道の状況を把握することに努める。 

 

 １）緊急輸送道路 

  「山形県地域防災計画」（震災対策編）並びに「三川町地域防災計画」により緊急輸送道路

として指定された道路で、災害発生時において、避難、救助をはじめ物資の輸送、諸施設の復

旧等応急対策活動を実施するうえで重要な道路、主要な都市間や防災拠点を連絡する道路。 

 

 ２）文教施設・避難所等に通ずる避難道路 

  「三川町地域防災計画」において指定する文教施設、避難所等に通ずる主たる道路。 
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   第４章 建築物の地震に対する安全性向上に関する啓発等 

 

１．地震ハザードマップの作成 

 

 建築物の耐震化促進のためには、その地域で想定される地震の規模や地震による被害等の可能

性を町民に伝えることにより、耐震化への意識を啓発することが重要となっている。 

 町では、県の資料提供を受け「地盤の揺れやすさ」が分かる地震ハザードマップ（震度マッ

プ）を作成し公表するとともに必要に応じて更新し周知に努める。 

 

２．相談体制の整備・情報提供の充実 

 

 町の耐震相談窓口では、耐震診断及び耐震改修についての情報を提供し、技術的な事項につい

ては、専門機関の相談窓口を紹介する。 

 

３．家具転倒防止策 

 

 過去の大震災の教訓を生かし、地震時における家具等の転倒防止策についてパンフレット等を

活用して、町民に対策事例等を紹介するとともに部分補強や防災用具の活用等、自らできる地震

対策への取り組みについて普及啓発を図る。 

 

４．町内会との連携 

 

 地域住民による自主的な防災活動は、被害の拡大防止に果たす役割が大きいことから、町内会

における自主防災組織の活動を支援する。 

 

   第５章 建築基準法、所管行政庁との連携 

 

１．指導・助言の実施 

 

 耐震改修促進法により耐震診断及び耐震改修の的確な実施を確保する必要があると認められる

場合には、県と連携し特定建築物の所有者に対して指導・助言を行う。 
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